
人口減少対策調査特別委員会調査報告書

令和3年3月16日

肺議会議長 浦上雅彦様ａ
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人口減少対策調査特別委員会

委員長 竹之内則夫

本委員会に付託された事件について調査の結果を下記のとおり，岡山市識会会議規則

第80条の規定により報告します。 、

記

査事件

人口減少対策に関する調査

若者･子どもの支援に関する調査

l調

（1）

（2）

2調査の結果（意見）

別紙のとおり

3経過または概況

別紙のとおり
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2調査概要

○令和元年5月17日 （第1回）

令和元年5月臨時市識会において本特別委員会が設置され,正･副委員長の互選を行った。

○令和元年7月2日 （第2回）

1 調査方針及びテーマについて

2若者・子どもの支援に関する調査

（1）若者支援に関するアンケート調査結果報告書について

1 調査方針及びテーマについて

2若者・子どもの支援に関する調

（1）若者支援に関するアンケー

査

､調査結果報告書について

陰議の内嶽
1 調査方針及びテーマについて

願詞

調査方針及びテーマについて委員間で協議を行い，委員の意見を踏まえて正副委員長

一任で決定することとなった。

2若者・子どもの支援に関する調査

（1）若者支援に関するアンケート調査結果報告書について

匝函
若者支援に関するアンケート調査結果報告書（平成29年2月）について，説明を

受けた。
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主な質問等

園
そもそも若者支援に関するアンケート調査はどういった目的で実施したのか。

|地域子育て支援課長｜

地域子育て支援課は，多くの若者に関する事業を実施しており，若者に関する施

策を考える上での基礎資料が必要であったため調査した。

函ヨ

今

担当課としてアンケート調査を実施し他課へ情報提供はしたが，特に反応がな

かったことが，今の岡山市の実情ではないかと感じる。

ロ

園
このアンケート調査結果をもとにして，若者に関する具体的な施策，事業を練っ

ていかなければならないと思う。

|岡山っ子育成局次長｜

出生数や出生率に直接つながる施策を打つのはなかなか難しい。結婚，保育，雇

用，教育などさまざまな分野を総合的に施策展開していくことがこれまでのやり方

と認撤しているが，何かこれまでとは違う施策を展開していく必要があると認識し

ている。

○令和元年9月26日 （第3回）

1若者・子どもの支援に関する調査
（1）若者支援に関する先進事例について

1

(1

会議の内容’
1若者・子どもの支援に関する調査

（1）若者支援に関する先進事例について

魎
若者支援に関する岡山市の施策及び他都市における先進事例について説明を受けた。

主な質問等

國
岡山市のキャリア教育と先進的な取り組みをしている他都市との違いはコーディネー

ターの存在の有無だと思うが,学校現場の働き方改革が進む中で,教員がその役割を担う

ことは本末転倒ではないのか。

｜人権教育担当課長｜

どういう形でコーディネーターを立てて学校と企業を結んでいくのか，今後研究して

ロ
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いくところだと思う。

園
社会が激変しているということを教員にまず知っていただきたい。学校の教員は教育

のプロフェッショナルなのだから，外でコーディネートするという話にはならない。学校

と地域社会をつなぐ役割を民間と連携していく形を模索していただきたい。

八
三

○令和元年11月19日～11月21日 （行政視察）
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■調査項目

1新城市

・若者総合政策について

2金沢市

・起業チャレンジ若者支援事業について

3可児市

・地域課題解決型キャリア教育支援について

新城市

・若者総合政策につ

金沢市

・起業チャレンジ若

可児市

・地域課題解決型キ

I

2

3

■視察報告

調査日時：令和元年11月19日 （火）午後1時30分～

調査先：新城市

調査件名：若者総合政策について

調査概要

§若者政策誕生の経維

現在4期目の穂績市長が3期目の立候補時にマニフェストとして「若者が活躍するま

ちづくりをめざす」と掲げたこと，また，新城市が消滅可能性都市に挙げられことも若

者政策につながった要因であるとのこと。さらに，少子高齢化の進行で有権者に占める

高齢者の割合が増加し，多数派の高齢者層に配慮した施策が優先的に打ち出され，少数

派である若年の意見が市政に反映されにくくなり，世代間の不公平につながっていたこ

とも大きな要因であった。

§新城市若者条例・新城市若者雛会条例

新城市のまちづくりの指針である新城市自治基本条例は，市民が主役のまちづくりを

推進することで，元気に住み続けられ，世代のリレーができるまちをつくることを目的

として制定されている。新城市が掲げる「市民が主役のまちづくり」とは，地域活動，

←
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市政等への市民の参加が促進され，多様な世代の市民の思いや意見が反映されて実現さ

れ得るものであるとのこと。世代のリレーができるまちづくりとは，次代の社会を担う

若者の人口が減少している状況下においては，市民全体で若者を応援し，若者が，学校

や会社に限らず，地域活動，市政等のあらゆる場面で， より一層その能力を発揮して活

躍することができる環境を整え， このまちに住みたいと思える魅力あるまちをつくりあ

げることで実現されるものであるとの認識のもと，多くの若者が思いや意見を伝える機

会を確保し， さまざまな場面でこれらを反映する仕組みを新たにつくるとともに，若者

も自ら考え，その責任のもと，主体的に行動することにより 「若者が活躍するまち」の

形成を目指すことであり，真に市民が主役となるまちと世代のリレーができるまちを実

現するために，新城市若者条例（平成27年4月1日施行）を制定している。

若者条例は，若者が活躍するまちの形成の推進について，基本理念を定め，若者，市

民，事業者及び市の責務を明らかにするとともに，若者が活躍するまちの形成の推進の

基本となる事項を定めること等により，総合的に若者が活躍するまちの形成の推進を図

り， もって市民が主役のまちづくり及び世代のリレーができるまちの実現に寄与するこ

とを目的としている。また条例では，市長は，若者総合政策の策定及び実施に関する事

項を調査審識させるため，新城市若者議会を設置するとしている（若者議会は市長の諮

問機関である）。それに基づき若者議会に関し必要な事項を定めた若者議会条例（平成

27年4月1日施行）もあわせて制定している。

§若者識会の仕組み

若者が活躍できるまちにするため，若者を取り巻く,さまざまな問題を考え，話し合う

とともに，若者の力を生かすまちづくり政策を検討する。特筆すべきは若者議会が予算

提案権（1,000万円）を持ち，予算の使い道を若者自らが考え政策立案することである。

さらに，その政策を市長に答申し，市議会の承認を得て，市の醜業として実施されて

いる。そういった一連の仕組みやサイクルが， 日本で初めて条例で定められている。若

者議会では， さまざまな意見・想いを持つ若者同士が新城市について語り合いながら，

新城市のこれからについて若者の視点で真剣に考えている。若者が活躍できるまちを目

指して，若者の一歩を新城市では全庁挙げて応援している。

・政策策定までの流れ

3月 若者議会委員募集

4月 準備会開催（若者議会発足）

5月 若者識会委員による所信表明

政策検討（セッション）

8月 中間発表

9月 政策再検討（とりまとめ）
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11月 市長へ答申（政策提出）

3月 市識会で予算議決

4月 政策実行

･若者議会の構成

若者議会委員20名（条例で規定）

市外委員 5名（新城市に所縁もない若者： 2期目から参加）

メンター市民・メンター職員（政策立案に係る必要な知搬を提供しサポート）

事務局（市まちづくり推進課：運営）

若者議会連盟（若者議会OB･OGの集まりで運営補助やサポート）

§若者議会が答申したこれまでの主な事業

【ふるさと情報館リノベーシヨン事業1 4,169千円(H28)

あらゆる世代の利用率を向上させるため，若者の目線でふるさと情報館の空間及び形

態のリノベーション。

【情報共有スペース設立事業】 2,880千円(H28)

若者主体の新たな市民活動を生み出すことができる場を創出するために，新城市新城

まちなみ情報センターの空間及び形態のリノベーション。

【いきいき健康づくり事業】 753千円(H28)

市民の健康に対する意識を向上させるため，消費カロリーが非常に高く，流行りつつ

あるバブルサッカーができる環境整備。

【図書館リノベーシヨン事業】 4,949千円(H29)

図書館は本を読む場所という既成概念にとらわれることなく，様々な世代のニーズに

応え，図書館の利用率UPや貸出数の増加など，多くの市民の生活の一部に図書館が

選択されるようなリノベーシヨン。

【若者防災意識向上事業】 157千円(H29)

災害時に活蝿できる若者を増やし災害被害を軽減させるために，若者の防災を考える

会の活動により，若者自ら防災意識向上を図る。

【教育ブランデイング事業】 643千円(H30)

先進地への視察，若者や市民に向けた識演会小中学生へのアンケート調査を行い，

シティズンシップ教育のカリキュラム化を目指す。

【若者消防団員加入促進事業】 342千円(H30)

若者の消防団入団を促すため，非消防団員（29歳以下）に対して消防団についての意

識調査・分析を実施。

【NOBUSNOLIFE事業】 2,175千円(H30)

巴
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移動手段の一つとして気軽にバスが選ばれることを目指して，まずは公共交通の利用

促進となるきっかけ作りを行う。

主な質疑

○若者議会に参加して得たものは。

今認めてくれる人がいるということがわかった。学校では集団行動が求められるので，

なかなか自分の意見を出すということができなかったが，若者議会は新城市をよくし

たいという根底にあるものが一緒の人の集まりなので， どんなに意見がぶつかって

も，他人の意見を否定せず尊重することができるようになった。

○これまでの取り組みの中でよかったと実感できる事業は。

三まちなみ情報センターと図書館のリノベーションが一番やってよかったと思う。改修

することによって利用しやすくなり利用率が飛躍的に向上した。 リノベーションは目

に見える事業だったので，成果として人にも説明しやすくてよかった‘また，街頭調

査をしたときに若者議会の認知度を調査したことがあり，約7割の方が認知されてお

り，若者議会の政策に対する評価も高いのではないかと感じている。

○若者議会によって若い人たちがまちづくりや市政に対して興味を持ったり，意識する

ようになると思うが，それに比例して選挙の投票率は伸びているのか。

今結果としてはまだ見えてきていない｡行政側からいうと，若者議会に参加された方が市

議会議員になったり，東京に転出された方がそこで区議会議員になったりまた，新城

市のさまざまな協議会に参画するなど，若者議会とは違うステージで市政に携わって

いる若者がふえている。また地域のほうから地域の行事等に若者議会の人に活動支援

を求めるなど，いろいろな場面で地域の大人から若者議会に声がかかるようになり，市

役所だとか，地域のことに携わり始めているところが大きな成果であると考えている。

○問題点，今後の課題はどうか。

→いま若者会議の半数は高校生が占めており，社会人になかなか参加していただけてい

ない。若者という高校生から29歳までの枠の中でも当然世代があるので， 20代後

半の大人がいると会議の議論が進んだり，少し違う視点が入ってきたり，若者政策の

中でもいろいろな世代の方がもっと参加していただけるともっとこれから伸びていく

と思う。また，平日の夜間に会議をやっているのでそういったことも課題である。こ

れまで5期やってきたが事業の検証があまり進んでいないところがある。行政サイド

の検証も必要であるし関わってやってきた若者議会のメンバーもやってきた事業が

どうだったかの意見も必要であるし，今後検証が必要であると考える。一年を通して

若者議会を運営していくだけで大変であり，そういった検証についてまでは余力がな

いのが現状である。よく視察に来られて全国的にやっていきましょうという声かけは

~
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あるが，なかなか同じような形で広がりを見せられていない，導入される自治体がな

いということは， この若者議会に何か原因があるのではないかと感じている。

○議会に若者議会が及ぼした影響・変化は。

今3.月予算議会の前に若者議会と市議会が意見交換をしている。最近市議会からは年

に1度ではなくてもっと若者と意見交換したいので回数をふやしてほしいとの要望が

ある。若者議会は傍聴可能であるので，そういった場に1年目， 2年目よりも傍聴さ

れる市議会議員が増えている。また，サポート役のメンターになれないかとの要望も

あった。市議会のほうからメンターとして商工会議所の人を紹介していただいたり，

若者議会のことをすごく気にかけてくれるようになった。

○予算の枠が1,000万円ということだがその内訳は。

‐1期， 2期の頃は，まちなみ情報センターや図書館のリノベーションなどのハード事業

が多かった。ソフト事業はあまり予算が必要ないので,またバブルサッカーのように初

年度に備品をll緋入してしまうと予算的には翌年度からは施設の使用料くらい。今年度

は3つの事業を答申したが， 3つのソフト事業で約350万円。予算枠は1,000万円ある

がだんだんとハード事業が少なくなってきているので予算は少なくなってきている。

予算の繰り越しはできない。答申のあった事業は翌年度にほとんど事業化し予算執行

している。若者議会の運営に関する予算は別枠で1,000万円ほどある。その他の若者

政策もあるのでそれは約500万円ある。

○若者議会のメンバーは1年で入れ替わるのか。また定員20人の枠を超えることは。

=ｳ今期の5期生については20人の定員に対して25人の応募があった。 1期は24名， 2

期3期4期は20人に対して20人の応募だった。任期は1年だが，再任できるように

している。2年目3年目の人もいる。また高校1年生のときにやって，大学生になって

からまた応募される方もいる。

○若者議会の活動頻度は。

→1週間に1回くらい集まっている。全体会が月に2回。チームで政策検討する分科会

が結構な頻度で週1回くらい開かれることもある。これまでの運営で改善しなくては

いけないところでもある。全体会議を年間12回くらいやっている。あとはチームご

との分科会もあるので一人当たり大体年間30回くらい。高校生にそれだけ出ていた

だくのもどうかと考えている。保護者や学校からも大丈夫？という声もある。

○まだ若者議会を始めて5年だが，若者人口に変化は見られるか。

→目に見えてというところまでには至っていない。

○若者政策の部署ができたことで，行政内部に何か変化があるか。

良

一

●

，

●

‐7．



→行政内部では，審議会等に若者の意見や声を反映させたいという要望が多くなった。

また，地元・地域で若者の力を借りたいという話が多く寄せられるようになり，周り

の大人も若者の力を欲するようになってきた。

所 感
■冑竃●℃■■■■■■●●■●●､●●●g●●●■●●●■■■G■■■■■巧■■｡､■■■■■■■■■■■■印■＄。■■■■■■■■●匡●■■の●①●■ ■●■■■●●●●■ ●■■●●■●●e●■●●●■■由■■■■■心

:人口減少・少子高齢化が進む中，地域課題はますます複雑化・多様化している。そういつ ：

:た中，各自治体においては，次代を担う若者がまちづくりにおいて自ら力を発揮できる取 ：

:り組みが増えつつある。未来志向で魅力と活力のある自治体を継承していくためには次 ；

泄代を担う当事者である若者の声をまちづくりに生かしていくことが大切である。若者の :

;視点からまちの魅力を高め，若者が参画する，活力あるまちづくりを進める仕組みとして ；

;若者の力をまちづくりに生かしていくための工夫や仕掛けを考え，穣極的に実践していく ；

；ことが喫緊の課題である。今回の視察において，新城市の基本的な考え方や具体的な取り ；

;組み事例を学んだことは，本市の今後の若者政策に大いに参考となるものであった。
9■■■■■｡■■■■■■■■■■■■■何■■凸■廊律Ba陵Sは体毎軸低甫■再穿碩敏■官■■■■■■■■■■寂■■■■F■■■■●■■■｡●■｡■■●､■■■｡｡●●■■■■■●■■●■■白白■■■p■■●■■●●●●可
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調査日時：令和元年11月20日 （水）午後1時30分～

調査先：金沢市

調査件名：起業チャレンジ若者支援事業について

調査概要

金沢市は，昔から伝統と革新という二つのテーマを一緒にあわせもって，守るところ

は守るが進めるところは新しいことをどんどん進めていくということをずっとやってき

ている。これがまちづくり全体にいま染み渡ってきている。新たな起業というものに対

して，いろいろな施策をこれまでもやってきている。

§景況状況

金沢は製造業が多く，米中の貿易摩擦等で輸出減が響いている。景況感DIは前回のマ

イナス14. 1ポイントからマイナス15.5ポイントのマイナスの景況感となっており，

徐々に悪くなっている。一方でインバウンドの来街者がふえており，ここ2年ほどホテ

ルの建設ラッシュ（約20棟）になっている。政令市と中核市を含めて全国で1l番目に

客室数が多くなり，今年度末で1万900ほどの客室数ができる。そういったサービス業

の有効求人倍率が結構増えている。いま金沢は有効求人倍率が2倍以上で推移してい

る。全国的に見ても高い。求人の部分では非常に人手不足になっている。年間宿泊者数

もやはり年々伸びてきている。平成30年には，年間330万人の宿泊者数となった。

む

ゆ

〕
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金沢市は全国的にもインバウンドに非常に力を入れているということがあり，特に外

国人旅行客が急増している。兼六園に行かれる方も，平成30年は年間42万人を超え

る入園者数で， 6年連続で過去最多を記録している。最近は全国的に韓国からの観光客

が減っているとは思われるが，欧米の誘客に力を入れているので,欧州人の伸びが目立

つ。

特に，イタリア，スペイン，フランスからの旅行客が非常に伸びている。それに伴い外

国人の宿泊者数も伸びている。

次に，オフィスの空室率は，前回調査では空室率5．6％が，さらに4.7%まで下がり, 10

年前には考えられない数字となった。かなりオフィスの需要が高くなっており，なかな

かオフィスが見つからないと聞いている。CBREの調査を平成15年から開始してい

るが，それ以来，過去一番少ない空室率を記録している。新幹線が開業し，新幹線の効

果で東京にストロー現象で人がとられていくのではないかと行政サイドとしては危倶

していた。長野新幹線が開業した当初はストロー現象があったが，新幹線開業以降，逆

ストローというか、幸いに金沢に居を構える支社支店の進出が80近くあった。本当に

金沢に来ていただけるということで，非常に，恵まれた状況になっている。それから観

光データでは，コンベンションの参加者，金沢駅タクシー利用者観光ガイドタクシー

利用者もそれぞれ増加している。

優
』

＝

§金沢市の起業支援

金沢市では3つのステージに分けて総合的な支援をしている。

・検討期（相談）

起業支援相談窓口，起業実践アドバイザー派遣

・準備期（学び）

起業支援PRプロジェクト，起業実践アドバイザー派遣

・創業期/育成期（安定した経営）

起業チャレンジ若者支援事業， コミュニティビジネス支援事業，起業実践アドバイ

ザー派遣
0

§起業支援相談窓口（平成25年～）

・出店の検討，起業後の経営相談等のワンスl､ツプの相談窓口

・市の助成，融資制度や起業サポート機関の紹介

・起業支援の経験のある専門員が対応

・相談実績：多いときは年間300件程度で、最近は年間200件前後で推移。

・利用者の傾向：男性の利用が5割以上。30代から40代が多い。

．
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§起業実践アドバイザー派遮（平成25年～）

・対象：市内で起業を考えている人，起業して5年未満の人。

市内の商店街及び商店街に加盟している個店。

市内で買い物支援など地域課題や新たな住民ニーズに応えるコミュニティビジ

ネスを行っている人。

・内容：企業に必要なノウハウをアドバイス（職員が常駐） 。

多様な分野の専門家を委嘱(ICT,金融，士業など12分野） 。

事業計画の策定，資金繰り，集客やIT活用，イベント企画の相談。

2時間/回×4回の合計8時間まで無料。

※相談では起業の割合が高く，最近では税理士の起業でよく利用されている。

※派遣実績：年間100件前後で推移。

※利用者の傾向：女性の利用割合が高くなっている。

輿

●

§起業支援PRプロジェクト

金沢市では起業マインドを砿成させるため，また，金沢での起業をふやし，地域を活性

化するため平成28年度から起業支援PRプロジェクトをおこなっている。行政の正式な

組織ではないが， 「はたらこう課」という仮想の課を設置し，ウェブサイトを立ち上げて

いる。アントレプレナーシップ(事業創造や新商品開発などに高い創造意欲を持ちリス

クに対しても積極的に挑戦していく姿勢や発想,能力などを指す企業家糒神を意味する。）

の精神を芽生えさせるような仕掛けをし， さらには起業家同士のコミュニティの形成を

図っている。

ウェブサイトでは若手起業家によるリレー形式でのインタビュー， フリーペーパーの

作成，交流イベント，小商い塾，インターンシップ，クリエーター等の活動内容のデータ

ベース化などの取り組みを行っている。

§コミュニティビジネス支援事業

【目的】コミュニティビジネスの起業支援を通じて，住民福祉の向上や地域の産業振

興及び雇用の創出を図る。

※スタートアップの委託鄭業として， 1年目は委託料200万円。フオローアップとし

て， 2年目は補助金100万円限度で1/2補助。

※地域に根ざした事業の起業支援の一環として,平成23年度から買い者利便性向上(主

に中山間地）を目的とした民間事業者等による創意と工夫に富んだ新たなビジネス

モデルに対する支援を行い，事業の定着を図ってきた。

●

●
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※平成31年度は少子高齢化の進展により増大する地域課題の解決につながる事業や商

店街の活性化やまちなかの賑わいの創出に貢献する「コミュニティビジネス」を公募

し‘事業の立ち上げにかかる経費を支援している。

※最近ではコミュニティビジネスといってもいろいろなビジネスモデルがあるので，

コミュニティビジネスの在り方をいま一度見直す時期になっている。

§起業チャレンジ若者支援事業（平成25年～）

【目的】金沢市の商店街で， 40歳未満の起業を志す若者や開業して間もない若手起業

家を支援する制度。開業前後にかかる運転資金や家賃の一部を助成するとともに，

経験豊富なアドバイザーを派遣して若手起業者をサポートすることで，未来の商店

街を担う人材を育成する。

【募集】年2回（上半期・下半期）

※事業採択件数は上期・下期それぞれ3件を目安としている。

【選考】書類審査を経た後，事業計画書を作成してもらいプレゼンしてもらい審査す

る。また，選考後は2年目もフォローアップ審査をしている。

【支援内容】

○チャレンジ奨励金の支給（限度額50万円）

※最初の3カ月は20万円以内の額，その後3カ月ごとに10万円以内の額を支給

開業前後の運転資金（内外装饗，備品費除く）に対して実績払いにて支給。

（例）雑誌等への広告掲載，チラシ・ショップカードの制作，消耗品など

○家賃の助成1年目月額家賃の2／3， 2年目1／2

※限度額1年目: 140万円, 2年目: 100万円）

○アドバイザーの派遣

※起業後，要請に基づき，市で選定したアドバイザーを派遣。回数は1年間で最

大4回1回2時間程度，饗用は無料

【出店場所】

金沢市が規定する商店街区域（金沢市商店街連盟へ加入している商店街組織のエリ

アなど）

※商店街連盟に加入することが必須条件。また，商店街からの推薦書も必要。

【対象業種】

小売業，飲食業，理容業，美容業（ただし風俗関連業種等は除く）

※和食の若手料理人起業チャレンジ支援制度の対象となる場合，起業チャレンジ若

者支援事業への応募は出来ない。

※現在は起業チャレンジになっているが， もともとは商店街活性化のために後継者

を育成していく目的で，対象者も35歳未満だった。35歳未満となると資金力,~人

″
一

●
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脈,経営のノウハウが乏しいということもある。また，厚労省の若者チャレンジ奨

励金制度も35歳未満を対象にしていた。しかし，起業支援相談の傾向を見ると，

40歳の方々の相談も増えていることもあったため，できるだけビジネスチャンス

の支援の提供の場を広げようと平成28年度に35歳から40歳に引き上げた｡また，

来年度からは年齢制限を撤廃しようかと検討している。最近では40歳以上の方，

シニアの方からの問い合わせもあり，若者に限らず起業を支援できるような制度

の創設が懸案事項であるとのこと。

※この事業は平成25年度当初予算には盛り込んでいなかったが,25年度に起業支援

相談窓口を設置したところ， 3カ月程度で約100件の相談があり，起業したいとい

う方が多くいた。そのため補正予算で年度途中からの事業となった。

※これまで66件の申請があり，そのうち採択されたものは38件である。残念なが

らそのうち5件は廃業した｡38件のうち,小売業6件,飲食業23件,理容業3件，

美容業4件，小売りと飲食の併設2件。

※申請しようとする人が起業支援相談窓口に問い合わせることになるが，事業計画

の策定，資金面の相談となるとどうしても市役所で担っていない部分もあるので，

相談があった場合には，商工会議所， 日本政策金融公庫等に紹介し，そこで相談

してもらい事業計画書，資金計画書をつくるようになる。相談窓口としてはワン

ストップだが，実際に相談にのっている専門的な職員があまりいないのが現状で

あり，実際は制度の説明にとどまっている。専門的な職員の配置が今後の課題で

ある。

今

●

§和食の若手料理人起業チャレンジ事業（平成30年～）

【目的】金沢市内において，和食料理人として起業を志す若者や開業して間もない和

食の若手料理人に対して事業資金などを支援することにより， 自由な発想力

と感性，若い情熱を促し，時代を担う和食料理人を発掘・育成する。 ．

※対象年齢，支援内容は，起業チャレンジ若者支援事業と同じ。ただし，エリアの

限定はなく，金沢市内。

※なぜ和食かというと，金沢は加賀料理とか，金沢おでん，金沢カレーなど食に関

して多彩な食文化がある。その食文化を大切にしたいということで食文化振興条

例を議員提案で策定した。しつらえ，器，料亭，佇まいというものも食文化とと

らえた条例である。食文化に力を入れていることもあり，若い料理人をたくさん

輩出していきたいということでこの制度を制定した。

※これまで2件の申請があり， 2件採択した。

※和食に関しては職人の領域であるので，いま料亭で勤めている若手が起業されて

~~

｡
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は困るという料亭サイドの話もあり，今後業界との調整が課題である。

§かなざわ起業女子きらめきプロジェクト （平成30年～）

5年以内の女性起業家同士のビジネスマッチングや交流，課題解決の取り組みや成長

を促す取り組みもおこなっている。

§その他金沢市の産業施策

現在の山野金沢市長が，新幹線の開業等で金沢市は非常に勢いがある今だからこそ次

なる一手を打ちたいと言っている。次なる施策というのはAI , IOTというワードを聞

かない日はないという日附になっているので，そういった最先端技術をいかに地域経済

に落とし込んで市民福祉の向上につなげていかなければならないと考えている。

SOCIETY5.0社会とも言われている中で，その実現する社会は, IOTで全ての

人とモノがつながり，様々な知識や情報が共有され,今までにない新たな価値を生み出す

ことで，これらの課題や困難を克服する社会が到来している。そういった中でi噺度な最先

端技術を活用した新産業を創出していきたいと考えている。 5Gの商用サービスの開始

で世界も変わる。また, LPWA(LowPowerWideArea)という消費電力を抑えて遠距離

通信を実現する通信方式も, IOTの椛成要素の1つとして注目されている。

さらに,業務効率化や生産性向上を実現するテクノロジーとして「RPA(RoboticProcess

Automatio'')」が注目を集めて久しい。そういった最先端技術の整備を進めていく

ため，金沢市ではそういった技術の導入に対し今年度から助成を行っている。また，次代

を担う若者に対してさまざまな手を講じている。

第4次産業革命に対応した新産業を創出するための5つの目標

・既存の市有施設等を活用した新たな価値創造拠点の整備

・地場企業，起業家の第4次産業革命への対応支援

・世界を視座にビジネス展開のチャンス提供

・市民生活へのAI等技術の実装

・デジタル情報時代を担う子供の育成

Ｂ
】

心

■

◎金沢版子供プログラミング教育の実践について（金沢モデル）

文部科学省では， 2020年度からの小学校プログラミング教育の全面実施に向けて，

取り組んでいる。通常，プログラミング教育は教育現場でのことと捉えられているが，

この金沢版子供プログラミング教育は教育委員会と連携して，教育現場では教育委員

会がプログラミング教育を実施し，教育現場以外でのプログラミング教育は産業政策

課が主管となって実施する。教育委員会としてではなく，行政としてITビジネスプ

ラザ武蔵をプログラミング教育の拠点とし，大学等高等教育機関や民間企業等と協働

今
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し，市民一丸となり，子供の興味・関心・意欲・技能にあわせた様々な学びの機会を

提供する。

多くの子供達が高いレベルでプログラミングを活用できるように，子供の興味・関心

．意欲・技能に応じて，子供の能力を最大限に引き出す多様な取り組みや， メンター

(指導者)やサポーター(補助者)の役割等を定め，その実践として金沢版子供プログラ

ミング教育をまとめた｡先ずは，プログラミング教育の活動拠点をITビジネスプラザ

武蔵とし，地域での活動も充実し，子供たちが自発的に集まり，意欲を高め合いながら

学ぶ場とする。さらに高い技能を学びたい子供には，プログラミングだけでなく，金沢

独自の食や工芸の専門家や多様な専門講師によるハイレベルな学びの機会を提供する。

また， 2020年度の小学校プログラミング授業の必修化に向けて，市役所一丸となって

「金沢市立小学校プログラミング教育ベーシックカリキュラム｣(第1版)を作成した。

市内モデル2校での先行実施の効果を検証し,第2版,第3版とカリキュラムを充実し，

2020年度の全小学校・全学年実施に向けた体制を整えている。教育現場，行政サイド

も，プログラミング教育にはあまり詳しくはないので,デイレクションしていただける

人が必要ではないかということで,金沢モデルを策定した際に,東京都小金井市立前原

小学校の松田先生に金沢市プログラミング教育ディレクターになっていただいた。小

金井市立前原小学校といえば，いまや全国に知れ渡ったICT先進校であり, 21世紀

型教育のトップランナーである。そういった方々の力添えを得て，プログラミング教育

の実践に取り組んでいる。これらの取り組みを通じて，金沢の学術･文化を理解した子

供たちが最先端のテクノロジーを活用し，課題解決の本質を見抜くクリエイテイブな

人材として，将来的には,地元の企業で活蹄し新しいものを生み出していくという人材

育成モデルの実現を目指している。また，今後は60小学校下（区）に公民館があるの

で,そういった各地域の子供,地域住民が集まりやすい公民館でのプログラミングスク

ールの地域展開を考えている。現在は市でプログラミングキットを購入し，キットの貸

し出し，識師の派遣の取り組みを行っている。

旬

◎eスポーツ金沢モデル～

金沢市においては, ITビジネスプラザ武蔵での産学官によるクリエイテイブな活動

やICTを活用したシビックテック活動が進むとともに，市民による「する」 「観る」

「支える」 「応援する」 「語る」のスポーツ活動が広がり, 2018年4月には金沢文化ス

ポーツコミッションを設立するなど，スポーツ文化の振興が図られている。また，市内

では，国体文化プログラムに採用されたeスポーツに関して，特定の種目で競技し交流

を深める若者中心のコミュニティが存在している。これらの動きを的確に捉え,2018年

10月に策定した金沢市新産業創出ビジョンの具現策の一つとして， このeスポーツに

●
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着目しJ eスポーツを通じた人材育成策や企業誘致策等を検討する「eスポーツ活用産

業創出検討会」を設置した。この検討会では，国内の状況調査や市内外の企業ヒアリン

グを行い， 3回の識論を重ね， 「まちなかに創る」と「地域に拡げる」をテーマに，市

民や企業,大学等高等教育機関jeスポーツ関係団体,金沢文化スポーツコミッション，

行政等が連携する「eスポーツ金沢モデル」を，地方都市初としてまとめた。eスポー

ツ金沢モデルは，技術力や創作力を持った「人づくり」と「企業集穣」に, eスポーツ

が文化として地域に根付くための「市民啓発」と「コミュニティ形成」を図ることを掲

げ，これらの取り組みを通して,新たな成長産業の創出や老若男女が参加できるユニバ

ーサルスポーツになるように普及推進することにより， 「eスポーツ文化の聖地金沢」

をめざしている。金沢市には，金沢美術工芸大学や金沢市立工業高校があり，毎年多く

の優秀な人材を輩出しているので,金沢の地で学んだ若者たちがeスポーツを通じて，

新しいフィールドで世界に羽ばたく人材として育つことを期待している。

＆
》

U

主な質疑

○金沢市の起業支援は平成25年から充実しているように見受けられるが，契機となっ

たことは何かあるのか。

今現市長は就任時40歳くらいで，金沢をチャンスのあるまちにしたいという公約を掲

げていた。若者は失敗してもやり直しがきくだろうということでチャンスのあるまち

にしたいとの強い行政トップの思いがあった。市長自身も学生の頃，起業したことが

あった。当時借金もしたことがあり，起業に関しての意識がかなり強いものがある。

ある意味でトップダウンの施策であると思う。当時新幹線開通前で，商店街は非常に

元気がなく組織力も弱っていた。そこで当初は商店街に限っての支援制度であった。

○事業実施後，商店街の空き状況はどうなっているのか。

＝ｳ駅前は新幹線開業後， さまざまな飲食店ができた。中心市街地の商店街では小売業は

衰退していっており，逆に飲食業がかなり増えている。金沢に訪れる人は食を求めて

やって来る人がたくさんいる。そういった状況下においても空き店舗がちらほらある

のが現状である。

○いまの若い人は買い物だとアマゾン，楽天，ヤフーなどのインターネットに移ってき

ている中で，それでも商店街を支援するという考え方は。

→基本的に補助している4業種は対面商売であるので，人が来て何ぽの世界であるので，

中心市街地に魅力的な店舗がないと人が来ないというのがある。その反面，インター

ネットで買い物ができる世の中なので， この4業種に限らなくてもいいのではないか

と思っている。商店街に入っていくリスクはある。 リスクヘッジしながらそれでもや

るというチャレンジ糀神があってもいいのではないかと思っている。それは経営リス

宙
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クを抱えながらということであるが，そこはアドバイザー派遣や相談窓口の部分で広

い形で支援する必要がある。

○プログラミング教育は教育委員会主体ではなかなか難しい中，経済局がかかわるとい

うことはすばらしく，かつ大学と連携して人材育成にも取り組んでいく。民間企業も

誘致するということに驚いている。

=ｳ教育委員会とはかなりやり合った。教育長が非常に前向きであった。必要なスキルで

はあるが，教育現場では実際にどうしたらいいのかわからないという声が多くあった。

実際に学校でやるプログラムを提示することによって学校教育でもやれるのではない

かということになった。

勺

凸

所 感
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i起業は，地域の経済成長をもたらす大きな原動力である。中でもこれからの社会を支えて ：

；いく若者世代が起業しやすい環境をつくっていくことは，持続的な地域経済の成長を実現 ミ

Iしていく側面からも非常に重要である。国においても人口減少問題に対応するため， 「ま ：

§ち．ひと．しごと創生総合戦略」を定め，将来にわたって活力ある日本社会を目指すこと ：

：としており，その中の施策のひとつとして，地域の若者・女性などが起業しやすい環境を ；

8整備することなどを掲げている。そういった中，金沢市では市内の商店街で，起業を志す ；

;若者や開業して間もない若手起業家を総合的に支援する制度を設けている。開業前後にか ；

；かる運転資金や家賃の一部を助成するとともに，経験豊富なアドバイザーを派遣して若手 §

i起業者をサポートすることで，未来の商店街，地域経済を担う人材を育成している。今回 ；

;その取り組みを学んだことは今後の本市の若者政策に非常に参考となるものであった。
毛■■■■■■■■■■■■■倖■■昼■■せ■■■■■■■■巴■陣■ぬ■■■■律■■■■倖■昏■p■■■■■■■■■■■■■｡｡c●■■■■■■■■■■B■■●■■■■■■■■●■■｡■●●●●｡■■■●■U■■●■■■■型

調査日時

調査先

調査件名

令和元年11月21日 （木）午後1時

可児市

地域課題解決型キャリア教育支援について

調査概要

岡山市におけるキャリア教育の実践の状況であるが，キャリアスタートウイーク事業

を実施しており，中学生を対象に，学区や地域における職場体験の活動をすることで，

生徒の望ましい職業観や勤労観の育成を図っている。全ての中学校で，主に2年生を対

象として職場体験活動を実施し，生徒の自己有用感の高揚と望ましい職業観の育成を図

り，また，学区の事業所や人材を活用することで地域と学校とが連携し，地域ぐるみで

子どもたちの社会的・職業的自立を育む体制を醸成している。しかしながら，今後は，

これまで学校教育だけで抱えてきたものから，幅広いつながりをつくっていくために，

~ ~~ ~
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キャリア教育をコーディネートする人という存在が必要である。キャリア教育コーディ

ネーターが中心となり，各種経済団体，企業，学校をつないでいる取り組みを実践して

いる可児市の事例を学ぶことにより，本市の今後のキャリア教育の参考になると考える。

§教育委員会のキャリア教育の取り組み

可児市教育委員会の目指す方向は， 「日本一子どもの心に寄り添い，個々の力を引き

出し，伸ばす義務教育」を推進し可児市の未来に貢献できる人材を育成している。学

校教育指導の重点として，キャリア教育の視点を持ち，望ましい勤労観や職業観が育つ

よう，他の教育活動との連携を図り，ねらいを明確にした体験活動等を位置づけ，将来

の夢や希望の実現に向けて努力する児童生徒の育成を図っている。キャリア教育の年間

指導計画では，生徒や地域社会の実態，保護者・地域住民・教師の願いを踏まえ，進路

指導についての学校課題を明らかにし，中学校3年間を見通した意図的・計画的な指導

に基づく進路指導の目標を具体化している。

申

■

§地域課題解決型キャリア教育の取り組み

可児市議会では，平成25年度から岐阜県立可児高等学校が取り組む「地域課題解決

型キャリア教育（エンリッチプロジェクト） 」を支援する取り組みを行っている。この

キャリア教育は若い世代（高校生）と地域で活動する大人が関わる取り組みを通じて，

若い世代が地元可児市の魅力を知ることを通じて，地域への愛着や当事者意識の醸成，

広い視野や新しい経験の獲得，社会や学問のつながりを実感することなどを目的として

いる。この取り組みへの支援にあたり，地域で活動する団体と若い世代が関わる機会を

設け，その団体が取り組む課題について，団体関係者と若い世代，雛員が意見交換を行

っている。

可児市識会ではこの取り組みを地域課題懇談会として開催し，各団体関係者や若い世

代の考えを間きくことにより，議会活動の参考とする活動と位置付けている。そして，

このような機会は，若い世代を中心に議会の存在を身近に感じてもらえること，各種団

体との接点を深めることができること，マスメディアを通じて議会活動を発信できるな

どのメリットがあるとのこと。

｡

今

§地域課題懇談会（高校生議会）

可児市議会では高校生議会・地域課題懇談会として，高校生が大学進学や就職によっ

て市外へ流出する前に，様々な職業や経験がある大人と接する機会を設けることで，地

域に対する愛着や当事者意識を高めること地域の様々な課題の解決に必要な広い視野

や高い専門性を身に付けさせ，ふるさと可児市の持続的な発展に寄与する人材の育成を
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行うことを目的とし，地方再生の一環として行っている事業である。実施にあたっては，

市関係職員や地元医師会, NPO団体などにも趣旨を説明・理解してもらい，連携・協力

して実施している。当初は，岐阜県立可児高等学校が実施するキャリア教育を支援する

事業として始まったが，現在はより多くの高校生を対象にすべきとの判断から，平成27

年6月より可児工業高校，東濃実業高校を加えた3校で実施し，また他の高等学校等へ

も取り組みの拡大を進めている。

これまでの主な実績

l{26.7. 12地域課題懇談会(医療関係者との意見交換）

1127.2. 10高校生議会(高校生による活動報告・子育て関係者との意見交換）

II27.6.14地域課題懇談会(金融関係者との意見交換）

l･127. 12. 10地域課題懇談会出前講座(18歳選挙権について）

l{28.3.25可児高等学校模擬投票

H29.2.9高校生議会(各テーマで行政クロスロード手法により議論，発表）

l{30.2.8高校生議会(グループディスカッションにより議論，発表）

H30.8.4地域課題懇談会(若い世代が主役のまちづくりの実現に向けて）

1131.2.5高校生議会(大河ドラマを契機とした市のPR,集客について）

｡

4

§地域課題懇談会（ママさん議会）

高校生議会に次いで，子育て世代の意見を市政に反映するための取り組みを行ってい

る。平成28年8月にはママさん議会を開催した。ママさん議会を開催するにあたり，企画

提案の場という位置づけでワークショップを事前に開催した。若い世代の議会への関心

を高めるため，ファシリテーターを将来子育て世代となる高校生に行ってもらった。

ママさん議会の当日は，平成30年5月に開館予定であった駅前の子育て拠点施設の運

営，ソフト事業についての提案について，意見の報告及び発表を行った。また，ママさん

議員より， 「子育て世代の女性の声を聞く機会を設けることについての意見書」が提出さ

れ,全会一致にて可決された。平成31年1月には，オープンした子育て健康プラザmanoに

ついて,普段よく利用している子育て世代の皆さんと意見交換を行い,単なる行政への要

望ではなく，自分たちでできることは何かといった，具体的なアイデアや意見をいただく

ことができた。いずれも，子育て中の母親も気軽に参加できるよう，託児も実施している

とのこと。

年

§NPOによるキャリア教育支援の取り組み

識会の支援のもと，地域の子どもたちのキャリア教育支援の一端を，地域のNPO縁

塾が担っている。可児市の学校（小・中・高）と地域をつなぐことがこのNPOの目的
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